
別紙様式１－２（平成20年度承認計画用）

（ⅰ）推移表

（ⅱ）要因分析

乖離率１（F）
（E／A）

乖離値１（E）
（A－B）

①　地方債現在高

11,128                  

計画目標値（A）

乖離率２（H）
（G／A）

乖離値２（G）
（A－D）

11,016                   

▲ 112

-1.0%

11,128                  

-1.0%

平成24年度平成23年度平成22年度平成21年度平成20年度

実績（見込）値２（D）
（B－C）

経済危機対策影響額
（C）

実績（見込）値１（B）

平成23年度平成22年度平成21年度平成20年度

（単位：百万円）

計画前年度
（平成19年度）

計画最終年度
（平成24年度）

▲ 112

-6.7%-4.6%

8,946                     

10,615                  10,077                  9,547                   

▲ 289

▲ 289 ▲ 441 ▲ 601

-2.8%

▲ 441

-2.8% -4.6%

10,615                  10,077                  9,547                   

11,673                   

8,991                   

8,256                     

8,991                   

10,326                   9,636                     

-8.9% 23.0%

▲ 735▲ 601

-6.7%

▲ 735 2,682

2,682

-8.9% 23.0%

影響額（単位：百万円）

団体名
病院事業会計
兵庫県赤穂市

会計名

計画最終年度における
未達成の要因

合計

備考

動
計



（ⅲ）実績（見込）値１が計画目標値に届かない理由

（ⅳ）改善に向けた取組み及び今後の見通し

現在の見込みでは、外的要因等の状況が急激に変化しないかぎり計画は達成されると思われる

承認計画提出時での資本収支借入額の計画目標値誤りのため

内容：地方債残高見込みに資本収支上の新規借入分を計上せず、また償還額計算誤りで計画目標をたてていたため、初年度より目標値に届かなくなった
　　　　起債予定額は別紙 (ii) 要因分析のとおり当初より計画しており、それに沿って修正している

　　　　　　　　　　　　　　　　　　20年度　　　21年度　　　22年度　　　23年度　　　24年度　　　（単位；百万円）
平成20年度未償還残高　　　11,128　　　 10,515　　　　9,877　　　　9,272　　　　8,665
平成21年度借入額　　　　　　　　　　　　　　　 100　　　　　100　　　　　　75　　　　　　51
平成22年度借入額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　100　　　　　100　　　　　　75
平成23年度借入額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 100　　　　　100
平成24年度借入額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　100

合　計　　　　　　　　　　　　　　11,128　　　 10,615　　　 10,077　　　　9,547　　　　 8,991

実績見込値と平成20年度末における修正値（計画目標値）は一致している



別紙様式１－３（平成20年度承認計画用）

②　実質公債費比率

（ⅰ）推移表

（ⅱ）要因分析

地方債の元利償還金又は準
元利償還金に充てられる特
定財源

地方債の元利償還金又は準
元利償還金に充てられる特
定財源

標準財政規模

会計名
団体名

病院事業会計
兵庫県赤穂市

地方債の元利償還金

準元利償還金

実績見込値（B) 乖離値（A-B)

地方債の元利償還金

計画目標値（A)

乖離要因

（単位：百万円、％）

乖離要因

乖離要因

（単位：百万円、％）

計画前年度
（平成19年度）

計画最終年度
（平成24年度）

平成23年度平成21年度平成20年度

（単位：％）

計画目標値（A）

乖離率（D）
（C／A）

乖離値（C）
（A－B）

実績（見込）値（B）

平成22年度

地方債の元利償還金

準元利償還金

地方債の元利償還金又は準
元利償還金に充てられる特
定財源

普通地方交付税の額の基準
財政需要額に算入された地
方債の元利償還金

標準財政規模

係数項目
平成23年度単年度実質公債費比率算出係数

単年度実質公債費比率

係数項目
平成22年度単年度実質公債費比率算出係数

乖離値（A-B)実績見込値（B)計画目標値（A)

乖離値（A-B)

（単位：百万円、％）

標準財政規模

普通地方交付税の額の基準
財政需要額に算入された地
方債の元利償還金

準元利償還金

単年度実質公債費比率

係数項目
平成24年度単年度実質公債費比率算出係数

計画目標値（A) 実績見込値（B)

実質公債費比率

普通地方交付税の額の基準
財政需要額に算入された地
方債の元利償還金

単年度実質公債費比率



（ⅲ）実績（見込）値が計画目標値に届かない理由

（ⅳ）改善に向けた取組み及び今後の見通し



別紙様式１－４（平成20年度承認計画用）

③　職員数

（ⅰ）推移表

（ⅱ）要因分析

影響人数（単位：名）
平成22年度平成21年度

平成21年度

計画目標値（A） 393                       

平成20年度 平成22年度

（単位：名）

393                       

計画最終年度
（平成24年度）

393                       

平成23年度

393                       

0.0% 0.0% 0.0%

393                       393                       

0.0 0.0

393                       

平成20年度

393                       393                       

0.0

計画最終年度における
未達成の要因

実績（見込）値（B）

乖離率（D）
（C／A）

乖離値（C）
（A－B）

平成23年度 平成24年度

0.0%

0.00.0

備考

0.0

0.0% 0.0%

団体名
病院事業会計
兵庫県赤穂市

393                       393                       

平成21年度
計画目標値

会計名

合計



（ⅲ）実績（見込）値が計画目標値に届かない理由

（ⅳ）改善に向けた取組み及び今後の見通し



別紙様式１－５（平成20年度承認計画用）

④　改善額

（ⅰ）推移表

（ⅱ）要因分析

-                

0.0

212             

212             

8272.1%

711.4

0.0%

0.0

127             

0.0%

平成20年度
影響額（単位：百万円）

720               

720               

平成22年度平成21年度

0.0%

0.0

127             

127             

平成23年度平成22年度平成21年度

0.0%

0.0

127             

127             

0.0%

0.0

127             

計画目標値（A）

乖離率（D）
（C／A）

乖離値（C）
（B－A）

実績（見込）値（B）

平成20年度 補償金免除額

合計平成24年度

0.0%

0.0

127             

127             

改善額合計平成24年度平成23年度

改善額合計の
未達成の要因

備考

兵庫県赤穂市
会計名
団体名

（単位：百万円）

合計

病院事業会計

8.6                              



（ⅲ）実績（見込）値が計画目標値に届かない理由

（ⅳ）改善に向けた取組み及び今後の見通し



別紙様式１－６（平成20年度承認計画用）

⑥　累積欠損金比率

（ⅰ）推移表

（ⅱ）要因分析 （単位：百万円、％）

分母悪化要因 （単位：百万円）

分子悪化要因 （単位：百万円）

255             

 医師不足による診療制限

平成22年度

平成23年度

119

14796

計画目標値（A)

▲ 333▲ 78

合計 255                       

乖離要因年度
純損益

乖離値（A-B）
実績見込値（B) 

分子（累積欠損金）

分母（営業収益等）

累積欠損金比率

255                       
診療制限（産婦人科、脳外
科）

影響額（百万円）要因

計画最終年度（平成24年度）
実績見込値算出時（B)計画目標値算出時（A)

2,247                     2,247                     

24.2                       24.2                       

9,294                     9,294                     

乖離率（D）
（C／A）

乖離値（C）
（A－B）

実績（見込）値（B） 34.5                     32.0                     

平成21年度平成20年度

30.1                       29.0                       

（単位：％）

計画目標値（A）

平成22年度

27.6                       

26.8                     24.2                       

計画前年度
（平成19年度）

計画最終年度
（平成24年度）

24.2                       

平成23年度

26.1                       
29.7                       

29.4                     

▲ 1.8

-14.6% -10.3% -6.5% -2.7%

0.0▲ 0.7

0.0%

会計名
団体名

病院事業会計
兵庫県赤穂市

5.5

18.5%

▲ 4.4 ▲ 3.0

159 210

備考

 医師不足による診療制限により、医業収益が減少した

255             

合計

114 165

平成24年度

平成20年度

平成21年度 68



（ⅲ）実績（見込）値が計画目標値に届かない理由

（ⅳ）改善に向けた取組み及び今後の見通し

医師の積極的な確保対策に努め、脳神経外科、産婦人科の診療制限解除を行い、医業収益増を図りたい

平成２０年度よりの、脳神経外科医、産婦人科医の不足による診療制限により医業収益が減少したため



別紙様式１－７（平成20年度承認計画用）
団体名
会計名

⑦　その他

（ⅰ）計画及び執行状況の公表状況

（ⅱ）計画及び執行状況の議会への説明

計画については、平成２１年３月に文書にて説明した
執行状況については、一般会計と歩調を合わせて公表を検討している

計画については、平成２１年３月にホームページ掲載した
執行状況については、一般会計と歩調を合わせて公表を検討している

兵庫県赤穂市
病院事業会計



Ⅲ　今後の経営状況の見通し（①法適用企業）
（１）収益的収支、資本的収支

年　　　　　　度 平成１５年度 平成１６年度 平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度

（計画前５年度） （計画前４年度） （計画前３年度） （計画前々年度） （計画前年度） （計画第２年度） （計画第３年度） （計画第４年度） （計画第５年度）

区　　　　　　分 （ 決 算 ） （ 決 算 ） （ 決 算 ） （ 決 算 ） ( 決 算 見 込 )

１． (A) 8,241 8,611 8,918 8,656 8,768 8,514 8,926 9,026 9,121 9,207 9,294

(1) 7,797 8,172 8,483 8,238 8,350 8,128 8,466 8,551 8,636 8,722 8,809

(2) (B)
(3) 444 439 435 418 418 386 460 475 485 485 485

２． 393 352 323 359 322 339 328 345 343 341 339

(1) 322 278 270 258 250 278 245 253 243 232 222

83 46 45 88 90 88 98 48 48 47 47

239 232 225 170 160 190 147 205 195 185 175

(2) 71 74 53 101 72 61 83 92 100 109 109

(C) 8,634 8,963 9,241 9,015 9,090 8,853 9,254 9,371 9,464 9,548 9,633

１． 7,929 8,248 8,602 8,544 8,692 8,668 8,757 8,756 8,834 8,913 8,946

(1) 3,486 3,564 3,640 3,766 3,726 3,681 3,800 3,810 3,849 3,889 3,906

1,392 1,399 1,444 1,476 1,556 1,508 1,515 1,485 1,500 1,515 1,530

165 167 183 288 240 263 264 258 262 262 264

1,929 1,998 2,013 2,002 1,930 1,910 2,021 2,067 2,087 2,112 2,112

(2) 2,462 2,611 2,804 2,613 2,706 2,638 2,666 2,693 2,720 2,747 2,760

1,333 1,379 1,475 1,399 1,407 1,309 1,388 1,402 1,416 1,430 1,440

1,100 1,150 1,219 1,178 1,244 1,317 1,291 1,303 1,315 1,327 1,330

564 602 606 588 554 598 600 600 600 600 600

18 19 28 38 35 42 20 20 20 20 20

(3) 863 904 911 949 981 990 980 930 930 930 930

２． 607 620 647 573 505 500 559 547 534 521 516

(1) 346 336 325 312 299 287 287 275 262 249 245

(2) 261 284 322 261 206 213 272 272 272 272 272

(D) 8,536 8,868 9,249 9,117 9,197 9,168 9,316 9,303 9,368 9,434 9,462

(C)-(D) (E) 98 95 -8 -102 -107 -315 -62 68 96 114 171

(F) 3 3 4 4 26 10 3 15 15 15 3

(G) 26 20 20 20 25 28 19 15 15 15 15

(F)-(G) (H) -23 -17 -16 -16 1 -18 -16 0 0 0 -12

75 78 -24 -118 -106 -333 -78 68 96 114 159

(I) 2,435 2,357 2,381 2,500 2,606 2,939 2,684 2,616 2,520 2,406 2,247

(J) 2,340 2,594 2,933 2,914 2,900 2,820 2,900 2,900 2,900 2,900 2,900

1,310 1,344 1,443 1,352 1,350 1,300 1,350 1,350 1,350 1,350 1,350

(K) 657 422 719 802 700 825 700 500 500 500 500

632 395 686 773 650 797 650 470 470 470 470

(L) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

( I )
(A)-(B)

(L)
(A)-(B)

(M)

(A)-(B) (N) 8,241 8,611 8,918 8,656 8,768 8,514 8,926 9,026 9,121 9,207 9,294

フォローアップ用　　

平成２０年度

（計画初年度）

30.1 26.1 24.2

資 金 不 足 比 率 ((M)／(N)×100)
営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益

27.4 29.7 34.5 29.0

不 良 債 務 比 率 （

29.5 28.9×100

×100

26.7

地方財政法施行令第19条第１項により算定した
資金の不足額

累 積 欠 損 金 比 率 （

不 良 債 務

う ち 一 時 借 入 金

流 動 資 産

(E)+(H)

う ち 未 払 金

）

医 業 収 益
料 金 収 入
受 託 工 事 収 益
そ の 他

基 本 給

う ち 委 託 料

医 業 外 収 益
補 助 金

他 会 計 補 助 金

当 年 度 純 利 益 （ 又 は 純 損 失 ）

収

益

的

収

支

収

益

的

収

入

収

益

的

支

出

収 入 計

支 出 計

そ の 他 補 助 金

流 動 負 債

そ の 他

医 業 費 用
職 員 給 与 費

そ の 他
退 職 手 当

特 別 損 益

減 価 償 却 費
医 業 外 費 用

経 常 損 益

① 材 料 費

支 払 利 息
そ の 他

う ち 未 収 金

特 別 利 益
特 別 損 失

繰 越 利 益 剰 余 金 又 は 累 積 欠 損 金

う ち 薬 品 費
② 経 費

③ そ の 他

27.6）



年　　　　　　度 平成１５年度 平成１６年度 平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度

（計画前５年度） （計画前４年度） （計画前３年度） （計画前々年度） （計画前年度） （計画第２年度） （計画第３年度） （計画第４年度） （計画第５年度）

区　　　　　　分 （ 決 算 ） （ 決 算 ） （ 決 算 ） （ 決 算 ） ( 決 算 見 込 )

平成２０年度

（計画初年度）

１． 533 300 180 50 200 200 200 100 100 100 100

２． 275 286 314 322 329 324 325 312 320 328 330

３．

４． 11

５．

６． 5 150

７． 1 1 1 1 1 1 1

８．

９． 1 2 1 1 2 1 1 1 1 1

(A) 814 588 645 372 531 538 527 414 422 430 432

(B)

(A)-(B) (C) 814 588 645 372 531 538 527 414 422 430 432

１． 806 552 534 600 602 669 500 300 300 300 300

２． 520 589 1,017 719 755 745 857 790 790 790 790

３．

４．

５． 4 5 2 4 4 6 6 7 7 15 17

(D) 1,330 1,146 1,553 1,323 1,361 1,420 1,363 1,097 1,097 1,105 1,107

 (D)-(C) (E) 516 558 908 951 830 882 836 683 675 675 675

１． 516 558 908 951 830 882 836 683 675 675 675

２．

３．

４．

(F) 516 558 908 951 830 882 836 683 675 675 675

14,023 13,734 12,897 12,228 11,673 ##### #####10,615 10,326 10,077 9,636 9,547 8,946 8,991 8,256

14,023 13,734 12,897 12,228 11,673 ##### #####10,615 10,326 10,077 9,636 9,547 8,946 8,991 8,256

（２）他会計繰入金
年　　　　　度 平成１５年度 平成１６年度 平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度

（計画前５年度） （計画前４年度） （計画前３年度） （計画前々年度） （計画前年度） （計画第２年度） （計画第３年度） （計画第４年度） （計画第５年度）

区　　　　　分 （ 決 算 ） （ 決 算 ） （ 決 算 ） （ 決 算 ） ( 決 算 見 込 )

367 318 306 294 277 264 270 284 273 264 274

366 317 305 293 276 263 269 283 272 263 273

1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

275 286 314 322 329 324 325 312 320 328 331

274 285 313 321 328 323 324 311 319 327 330

1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

（計画初年度）

平成２０年度

そ の 他

固 定 資 産 売 却 代 金

工 事 負 担 金

他 会 計 補 助 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

資

本

的

収

支

資

本

的

収

入

他 会 計 出 資 金

計

資

本

的

支

出
計

う ち 職 員 給 与 費

企 業 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 返 還 金

建 設 改 良 費

他 会 計 へ の 支 出 金

（単位：百万円）

企 業 債 現 在 高

うち建設改良費・準建設改良費に係るもの

資本的収入額が資本的支出額に不足する
額補

て

ん

財

源

損 益 勘 定 留 保 資 金

(E)-(F)補 て ん 財 源 不 足 額

積 立 金 現 在 高

う ち そ の 他 に 係 る も の

そ の 他

他 会 計 借 入 金

他 会 計 負 担 金

う ち 赤 字 補 て ん 的 な も の
うち料金収入に計上すべき繰入等

収 益 的 収 支 分
う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 赤 字 補 て ん 的 な も の
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純 計



（３）経営指標等

平成１５年度 平成１６年度 平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度
（計画前５年度） （計画前４年度） （計画前３年度） （計画前々年度） （計画前年度） （計画第２年度） （計画第３年度） （計画第４年度） （計画第５年度）

（ 決 算 ） （ 決 算 ） （ 決 算 ） （ 決 算 ） ( 決 算 見 込 )

資金不足比率 (％) (再掲)

料金回収率※ (％)

総収支比率（法適用） (％) 100.9 100.9 99.7 98.7 98.9 96.4 99.2 100.7 101.0 101.2 101.7

経常収支比率（法適用） (％) 101.1 101.1 99.9 98.9 98.8 96.6 99.3 100.7 101.0 101.2 101.8

医業収支比率（法適用） (％) 103.9 104.4 103.7 101.3 100.9 98.2 101.9 103.1 103.2 103.3 103.9

累積欠損金比率（法適用） (％) (再掲) 29.5 27.4 26.7 28.9 29.7 34.5 30.1 29.0 27.6 26.1 24.2

収益的収支比率（法非適用） (％) (再掲)

(％) (再掲) 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

(％) 4.2 3.5 3.3 3.3 3.0 3.0 2.9 3.0 2.9 2.8 2.8

うち基準内繰入金 (％) 4.2 3.5 3.3 3.2 3.0 3.0 2.9 3.0 2.9 2.8 2.8

うち基準外繰入金 (％) 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

　うち料金収入に計上すべき繰入等 (％)
　うち赤字補てん的なもの　　　　 (％)

(％) 33.8 48.6 48.7 86.6 62.0 60.2 61.7 75.4 75.8 76.3 76.6

うち基準内繰入金 (％) 33.7 48.5 48.5 86.3 61.8 60.0 61.5 75.1 75.6 76.0 76.4

うち基準外繰入金 (％) 0.1 0.2 0.2 0.3 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2

　うち赤字補てん的なもの　　　　 (％)

注１　上記の各指標の算出方法については、次のとおりであること。

 　 (1) 資金不足比率（％）

 　　 ア　地方公営企業法適用企業の場合＝地方財政法施行令第19条第１項により算定した資金の不足額／（営業収益－受託工事収益）×１００

 　　 イ　地方公営企業法非適用企業の場合＝地方財政法施行令第20条第１項により算定した資金の不足額／（営業収益－受託工事収益）×１００

 　 (2) 総収支比率（％）＝総収益／総費用×１００

 　 (3) 経常収支比率（％）＝経常収益／経常費用×１００

 　 (4) 営業収支比率（％）＝（営業収益－受託工事収益）／（営業費用－受託工事費用）×１００

 　 (5) 累積欠損金比率（％）＝累積欠損金／（営業収益－受託工事収益）×１００

 　 (6) 収益的収支比率（％）＝総収益／（総費用＋地方債償還金）×１００

 　 (7) 不良債務比率(又は赤字比率)（％）＝不良債務（又は実質赤字額）／（営業収益－受託工事収益）×１００

 　 (8) 繰入金比率（％）＝収益的収入に属する他会計繰入金（又は資本的収入に属する他会計繰入金）／収益的収入（又は資本的収入）×１００

　２　上記指標のうち「料金回収率」は、水道事業（簡易水道事業を含む）、工業用水道事業及び下水道事業（下水道事業にあっては使用料回収率）について記入すること。

 　 (1) 水道事業、工業用水道事業に係る料金回収率の算出方法

 　　 ・料金回収率（％）＝供給単価※1／給水原価※2×１００

　　　  ※1 供給単価（円／㎥）＝給水収益／年間総有収水量(工業用水道事業にあっては料金算定に係るもの）

　　　  ※2 給水原価（円／㎥）＝（経常費用－(受託工事費＋材料及び不用品売却原価＋附帯事業費＋基準内繰入金(水道事業のみ))）／年間総有収水量（工業用水道事業にあっては料金算定に係るもの）

　　　　　　但し、簡易水道事業については下記によるものとする。

　　　　　　ア　地方公営企業法適用企業の場合＝（経常費用－（受託工事費＋材料及び不用品売却原価＋附帯事業費＋基準内繰入金＋減価償却費）＋企業債償還金）／年間総有収水量

　　　　　　イ　地方公営企業法非適用企業の場合＝（総費用－（受託工事費＋基準内繰入金）＋地方債償還金）／年間総有収水量

 　 (2) 下水道事業に係る使用料回収率の算出方法

 　　 ・使用料回収率（％）＝使用料収入／汚水処理費×１００

(単位：％)
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